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なぜ、人々は歯科を受診するのか

深　井　穫　博（深井保健科学研究所所長）

はじめに

開業医として、「あした診療室に、患者が誰も

来なかったら？」という不安に陥ることがある。

考えてみると、歯科医療は患者が来院してはじめ

て成り立つものである。訪問診療という形態もあ

るが、これもあくまで患者やその家族の要請に基

づく。来院者にとって歯科を受診する行動は、治

療の結果（output）が良いことの反映であろうが、

必ずしも全ての者がその結果に満足しているわけ

ではない。我慢やあきらめの感情を伴いながら、

通院を続ける場合もあるだろう。患者（patient）

は何かに耐えながら「心を串刺しにされた状態」

と表現する人もいる。本来、医療を受けることは、

人々にはできるだけ避けたい苦痛である。「患者

が来ない」ことに対する歯科医療機関側の不安と

「受診」を敬遠する人々との感情は、相反するも

のであるのか。

患者が来院することを、英語表現では「dental

visit」、「dental utilization」、あるいは「dental atten-

dance」などの用語が用いられている。いずれも来

院者の視点からみた表現である。それに対して、

日本語では、行政の統計調査などで「受療率」と

して用いられることが多い。歯科治療を受けるこ

とを「受療」とし、歯科診療所、職場、学校、地

域などで歯科健診を受けることを「受診」と区別

する場合がある。また、両者の違いが明確ではな

いので「歯科受診・受療」と併記して用いること

もある。これらの用語のあいまいさは、実は患者

の来院に対する歯科医師の意識を反映したものと

も考えられる。そして研究領域をみても、患者が

診療室を訪れる行動の関連要因については、必ず

しも明らかにされているわけではない。

歯科受診・受療行動の実態

来院者の実態のひとつとして、保健福祉動向調

査（1999年、厚生省）1）をみると、1年間で歯科

を受診したことがある者の割合は、「受けたこと

がある」者が35.1％、調査時に「治療中」の者が

6.0％を示し、総数で41.1％である。この割合は、

都市部、郡部などの地域による明らかな違いはみ

られない。また、過去1年以内の治療経験者の中

で、受診理由として「むし歯の治療」が59.1％と

最も高く、「検診・指導（定期的なもの含む）」が

6.0％、「歯周疾患の治療」が7.7％である。毎日、

わが国の人口の約6％の者が歯科診療所を受診し

ているわけである。しかも、約40％の者は、繰り

返し治療のために来院する者とも考えられる。米

国の実態はというと、1年間の受診理由として

「歯科検診」が45.4％、歯石除去やPMTCなど歯

周病の予防に関する受診は37.2％を示している2）。

これをさらに別の観点からみると、わが国の歯

科診療所数は、1980年に38,834箇所であったもの

が、1990年には52,216となり、1998年には61,651

箇所となっている。1歯科診療所当りの患者数を

みると、1980年31.7人、1990年には24.8人、1999
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年では17.6人とその減少傾向に歯止めがない。こ

の患者数の減少は、この間の受療率が横ばいであ

ったために、歯科医療機関の増加がその主な要因

と考えられている。歯科医療費も1980年で1兆

2807億円、1990年で2兆354億円、1999年では2

兆5444億円となっているが、歯科医療機関数の増

加率に見合うものではない3）。このことは、歯科

医療機関の収支差額にも直接影響して、その減少

傾向は明らかである。その結果、医療機関側から

は、収入の低下が医療の質に影響するという危惧

から、歯科界の解決すべき課題として歯科医師需

給問題の切実さが喚起されている。しかしその解

決の糸口を見出すことは容易ではない。むしろ歯

科医療専門家の断定的な論理として、簡単には

人々に受容されるものではない。

一方で　医療制度改革（health care reform）は、

わが国ばかりでなく先進国に共通する課題であ

る。医療制度改革は、医療費適正化政策であり、

その内容としては、公的医療保険の給付制限・自

己負担率の増加、米国型のマネジド・ケア（man-

aged care）の導入、医療の質の第三者評価などが

盛んに議論されている。この医療制度改革の論理

は、医療費の無駄を省くことで、その質を改善す

ることにあるのだろうが、必ずしも人々の健康の

改善に直結するものとはいえない。

患者と歯科医療従事者とのギャップ

これらの実態の本質的な問題のひとつには、

人々と歯科医療専門家との歯科医療に対する認識

のギャップがある。例えば、「かかりつけ歯科医」

機能として、歯科医師などの専門家は、「包括性」

や「継続性」という予防処置、保健指導、さらに

は定期的な歯科健診など継続的な指導管理を重視

するのに対して、住民はとみると、むしろ「利便

性」、「対話性」など地理的なかかりやすさや診療

時間帯、医療現場でのコミュニケーションを重視

すると指摘されている4）。さらに、 わが国の25

～64歳の働く成人の調査でも、 歯や歯周部位の

症状を自覚した場合に、その対処として「歯科受

診する」者は、男性で62.2～78.4％、女性では

64.5～81.3％であったのに対して、職場などでの

歯科健診で「治療の勧め」に必ず従う者は、男性

では19.4～24.2％、女性で26.8～52.3％である5）。

また、歯科医療の場面には、患者の立場と歯科

医師の立場というものがある。患者は、病気の煩

わしさに悩み、歯科医師には、その訴えを理解し

て、その症状を軽減させるための診断・治療・保

健指導という職業として求められる対応がある。

そして医療は、本来あってはならないことである

が、「情報の非対称性（information gap）」と社会的

な役割としての「医療従事者の優位性」のなかで

行われる。この両者の立場の違いが強調され顕在

化した場合には、患者の不安や不満が喚起される

ことになる。この両者にある較差を軽減して、そ

れぞれの立場をお互いが受け入れることができる

一致点を探すことはできないのだろうか。

患者満足度（patient satisfaction）と

選好ウエイト（preference）

患者と歯科医師との較差を軽減するための研究

展開のひとつとして「患者満足度研究」がある。

これは、歯科領域でも1980年代以降盛んに取組ま

れている研究領域であり、限られた資源である医

療サービスの「量」から「質」への転換のなかで、

医療の質（quality of care）を評価する有効な手法

である6）。患者が満足することは、自律的な保健

行動を促進することになり、医療従事者には、職

業としの喜びを想起し、健康の分かち合う価値

（shared values）が認識されることになる。また、

「満足度」は、「期待度」に影響されるものであり、

その地域、あるいはその時代の、人々の歯科医療

の認知度を評価する側面がある。

また、歯科受診・受療の決定要因には、口腔内

状態の主観的評価と客観的評価、歯科医療サービ

スの量と質、あるいは患者の個人的な背景が考え

られる。この患者の背景を表す尺度のひとつに患

者の「選好（preference）」がある7）。これは、医療

サービスの経済評価のなかで、費用効用分析

（cost-utility analysis）として用いられる尺度である。

この費用効用分析では、費用効果分析（cost-effect
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analysis）あるいは費用便益分析（cost-benefit

analysis）に較べて、患者のQOLが強調される。

そして選好ウエイトの測定法には、スタンダー

ド・ギャンブル（standard gamble, SG）、タイム・

トレードオフ（time trade-off, TTO）、レイテイン

グ・スケール（rating scale）などがある8）。これら

は、いずれも患者の健康状態に対する価値（効用）

を計測するものであり、インフォームド・チョイ

ス（informed choice）にも関連する研究手法であ

り、歯科保健医療の分野でも今後さらに追究され

る課題であると考えられる。

まとめ

わが国の歯科医療制度のなかで、マクロ的にみ

れば医療費適正化政策、ミクロ的にみると歯科医

療サービスに対する人々と歯科医療専門家とのギ

ャップを抱えた現在、単純に予防中心の歯科医療

が人々の医療機関へのアクセスを高めるというも

のではない。また、80歳で20歯以上の歯を有す

る者の割合は、最近の調査で15.25％と推計され

ている。人々の現在歯数は、明らかに増加傾向に

ある。現在歯数が増えれば、歯科医療の需要が増

加することは、Douglass, C. W. らが提唱した

「more teeth, more demand」theoryとしてよく知られ

ている9）。しかしこれも、楽観的推測の前提とし

て、歯科保健医療専門家が追究する課題はないか。

ひとつのパス・ファインダーとして、歯科医療機

関側が陥る悲観や楽観の前に、人々の歯科受診の

実態やその要因をさらに明らかにすることが重要

である。保健医療分野での行動科学の研究の端緒

となったKegels, S. S. らの「Why People seek dental

care」10）は古くて新しい課題であると考えられる。
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